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【インタビュー】 

◇東ソー・木内常務に聞く～機能性をテーマにした事業拡大戦略 

 －ベトナムを中心としたＭＤＩ戦略／新規探索も強化－ 

 東ソーのポリウレタン事業部は、業界全

体で中国メーカーによる過剰供給など外的

要因による市況の低迷など厳しい状況が続

いているなかでも、国内外で投資計画を進

めている。その源泉となるのは、汎用品で

の不毛な争いには参加せず、高機能製品へ

とシフトしてきた事業戦略だ。スピード感

を持った事業展開のためにはＭ＆Ａも辞さ

ないという同社の方針を、ウレタン事業部長である木内孝文常務執行役員(クロル・ア

ルカリセクター長)に聞いた。 

  

－2025 年を振り返ってください 

 ウレタンに限った話ではないが、中国勢の増産による影響が出ており、当社のみな

らずクラッカーの誘導品企業の方々も含めて大変な年だった。 

 

 個別に見ると、ＭＤＩ(ジフェニルメタンジイソシアネート)の市況は、良くも悪くも

なかった。これは世界能力の４割を持つ中国企業が生産を調整していた影響だろう。

一方で、ＨＤＩ(ヘキサメチレンジイソシアネート)系の製品市況は、ここ２年ほど回復

せずに下がっている。ただ、トランプ関税で中国品を米国に輸出するのが難しくなっ

ているが、米国はＨＤＩの輸入ポジションにあるので、ここにチャンスはあると見て

いる。 

 

 熱硬化性・熱可塑性のエラストマーについても全般的にあまり振るわず、特にＴＰ

Ｕ(熱可塑性ポリウレタン)が低調。ポリオール系では、合皮の材料として使われる高耐

久ポリオールのＰＣＤ(ポリカーボネートジオール)も、あまりよくなかった。 

  

－ベトナム事業の状況については 

 ＭＤＩのスプリッターを建設する計画は、ＴＶＰ(東ソー・ベトナム・ポリウレタン)



プロジェクトとして力を入れている。投資額 150 億円規模のプロジェクトであり、会

社として力を入れている事業であることは間違いない。 

 

 ベトナム国内ではモノメリックＭＤＩの需要が拡大しており、従来のように冷凍した

製品をドラム缶で輸送し、現地で解凍するという方式では、エネルギーの無駄も大き

いし、バルクでほしいという顧客の要望に応えられない。現行のホスゲン法で原料の

大増設を考えていないため、売り方を考えて進出を決めた。 

 

 進捗状況については、８カ月程度の遅れが生じている。許認可関係の遅れが原因

で、まずは現地法人の設立が３カ月遅れ、その後建設許可が５カ月遅れた。理由とし

ては、ＭＤＩは初めての化学品であり、慎重になっていた部分もあるのだろう。この

遅れを取り戻すべく、エンジニアリング会社に相談しているが、工期を短くすること

は難しそうだ。 

 

 そうした事情のため、完了も８カ月程度後ろ倒しの 2027 年の６月に商業運転を開始

することになるだろう。それ以外の不安要素については、いまは見あたらないので、

立ち上げ後はきちんと商品を売っていくことになる。 

  

－ベトナムでターゲットとなる顧客は 

 約３割を占めるモノメリックＭＤＩについては、スパンデックスの大手メーカーが

進出している。また、台湾系の合皮メーカーが“脱中国”を念頭に進出している事例もあ

り、そうした企業向けで需要がある。 

 

 ポリメリックＭＤＩについて、大きなものとしては冷蔵庫の断熱材向けで需要があ

る。また、当社が供給するかはわからないが、屋根の裏側のスペーサーのような用途

も、同国独特の需要として存在するようだ。ただ、これだけでは需要量が足りないた

め、ポリメリックはタイやマレーシアなど、近隣諸国へ輸出することになる。懸念し

ていた高品質なドラム缶も、手に入るめどがついている。 

  

－国内でＨＤＩ系誘導品を増設中だが 

 ＬＬ第三系列と呼んでいる設備の生産能力を、２万トンから３万トンにする計画を

進めている。2026 年８月に商業運転開始とアナウンスしているが、遅れることなく順



調に進んでいる。 

 

 原料となるＨＤＩ関連では、国内他社がその上流にあたるＨＭＤ(ヘキサメチレンジ

アミン)の生産終了を決めた。こちらについては全量を輸入に切り替えることとなる

が、すでに定修期間中などに輸入品を投入しており、価格面を含めて問題はない。合

弁関係についても、見直しなどの話はない。 

 

 ＨＤＩ市場は前述したように厳しい状況にあり、自助努力でコスト削減を進めてい

るが、事業継続性に疑義が生じる。実際にフランスのＨＤＩメーカーは誘導体を売却

して、モノマーを閉じた。一方で、どこかで市況は上向くので、我慢比べの様相。当

社が出来ることは、時代のニーズに合った誘導品を開発することにある。実際にＨＤ

Ｉ系硬化剤では、溶剤で希釈しなくても使用できる低粘度の製品ニーズがあり、これ

に対応した製品の開発を進めている。 

  

－新規事業開発については 

 新規イソシアネート探索については、技術開発が遅れていたところで、ターゲット

にしていた品目の市況が下落してしまった。また、ＨＤＩに似た用途に使う品目も、

ここまでＨＤＩ市況が下落すると競争が難しい。これについては方針を転換し、早期

マーケットインから少し待って、ベストなタイミングで投入していきたい。 

 

 具体的には、特定のイソシアネート専用のプラントではなく、マルチプラントを設

けるということを考えている。イソシアネートはアミン類をホスゲン化することで生

産するが、このアミンについて様々なものに対応できるようにするイメージ。専用プラ

ントでコストを下げるよりも、様々な物を作れるようにというプロダクト優先で考えて

いる。狙っているマーケットは、ＣＡＳＥ(塗料、接着剤、シーリング材、エラストマ

ー)用途だ。 

 

 それ以外の分野では、エラストマー系の製品でアプローチしている物がある。展示

会などにも出展しており、車載用ＥＣＵ(電子制御ユニット)の封止材に使用される「高

耐熱柔軟ポリウレタン」などはシリコン代替として期待している。 

  

－環境対応の進み具合は 



 個社でやれることは限られているため、ウレタン原料工業会などを通じて、イソシ

アネート側の視点で議論に加わっている。ケミカルリサイクルは新規技術も必要で、

そうなると工学系の大学などが行う実験に対し、我々は材料を提供するような形で協

力している。ただ、どのように製品を回収してくるかという点が重要だが、ここはま

だ議論の入り口段階にある。 

  

－2026 年の戦略は 

 まずはＨＤＩ誘導品の第三系列をしっかりと立ち上げる。そして、ベトナムでの投資

計画を進め、2027 年の立ち上げに向けた準備をするということが中心になる。また、

機能性ウレタンで新しい製品開発などに力を入れたい。国内他社がウレタンシステム

事業の大型買収を行ったが、まだまだウレタン関係では大きなチャンスがある。 

 

 マーケット拡大に向けて１から研究に取り組んでも、何年もかかってしまう。(スピ

ードアップのために)大型案件を狙うつもりはないが、事業を拡大するチャンスがある

ならば買収も選択肢に入る。そのためにも、マーケット調査には費用を投じていく。 

 

 

【事業戦略】 

◇旭有機材、延岡で半導体関連の新工場～旭化成Ｇから建屋等譲受 

 旭有機材は、旭化成エレクトロニクス(ＡＫＭ)から工場建屋(建屋面積 1.1 万㎡)およ

び付帯施設を購入し、宮崎県延岡市中川原町で新たな生産拠点を整備する。175 億円

を投じ、半導体装置向け小型精密バルブ「Dymatrix」および流量制御機器

「FALCONICS」の工場を整備する方針で、生産能力は現状の延岡製造所(延岡市中の

瀬町)の３倍規模とする。2026 年 12 月から設備導入工事に着工し、2028 年 10 月の竣

工を目指す。土地については譲渡対象外であり、旭化成が所有を継続する。 

 

 譲渡対象は、従来ＡＫＭが半導体集積回路(ＬＳＩ)工場として運営していた拠点にあ

る建屋となる。同工場は 2020 年 10 月 20 日に発生した火災により大きな被害を受けて

生産停止した後、工場建屋として再活用できるよう、補修工事などの必要な対応を進

めてきた。ＡＫＭでの開発拠点としての再活用や、グループ内でのＬＳＩ以外の製造拠

点としての利用のほか、他社への譲渡も念頭に検討を進めてきたが、このほど旭有機

材への譲渡を決めた。なお補修工事は現在も進行中であり、旭化成によると譲渡実行



日(2026 年２月２日)までに完了する予定。ＬＳＩに関しては、外部への委託製造によ

り事業を継続する。 

 

 旭有機材は現中計「ＧＮＴ(Great Niche Top)2025」(2021～2025 年度)において、海

外および半導体関連市場を中心とした成長追求を経営方針として掲げ、その一環として

管材システム事業の競争力強化に向け、主力生産拠点である延岡製造所の次世代化に

ついて検討を進めてきた。このたび、ＡＩ向け需要の高まりを背景とした半導体製造

装置市場の拡大に対応するため、新たな生産拠点を整備することを決定した。 

 

 

◇三井／出光／住友、プライムポリマーへのＰＯ統合で最終合意 

 三井化学、出光興産、住友化学は、プライムポリマー(三井化学 65％／出光興産

35％出資)と住友化学のポリオレフィン事業を一部統合する方針(2025 年９月 10 日発

表)について、最終契約を締結した。競争法その他の法令等に基づくクリアランス・許

認可等の取得が前提となるが、2027 年４月の統合完了を見込む。 

 

 計画では、プライムポリマーの国内ＰＥ(ポリエチレン)、ＰＰ(ポリプロピレン)、海

外のＬＬＤＰＥ(直鎖状低密度ポリエチレン)事業と、住友化学が行う国内のＬＬＤＰ

Ｅ、ＰＰ、およびＰＰコンパウンド事業(外部委託)を統合する方針。統合後における

プライムポリマーの出資比率は、三井化学 52％／出光興産 28％／住友化学 20％とな

る予定。 

 

 速やかな統合を実現するため、２段階の吸収分割による事業譲渡を採用する。第１

段階(効力発生日：2026 年７月１日)ではプライムポリマーが、対象事業のうち製造機

能を除いたものを承継する吸収分割を実施。その対価として住友化学がプライムポリ

マーの 20％に相当する株式を取得する。第２段階(効力発生日：2027 年４月１日)で

は、製造機能に付随する資産および負債、契約上の地位および権利義務を承継させる

吸収分割を実施。その対価は別途住友化学とプライムポリマーが合意した分割対価と

する。なお 25 年９月の発表時点では、統合完了時期(予定)を「2026 年４月」としてい

たが、統合を前提とした業務フローの見直しや実務上の各種調整、必要な手続き等を

勘案し、「万全を期すため」時期を後ろ倒しにした。統合後は年間 80 億円以上の合理

化を図るべく一部設備の停止・集約を検討しているが、これは今後詳細を検討する。



ちなみに停止する設備は、ＰＰのＢ＆Ｓ(ビルド＆スクラップ)計画の一環としてプライ

ムポリマーが千葉地区で検討中の１基に加え、千葉でもう１基の停止を検討。ＰＥも

１基の停止を検討している。 

 

 

◇アルケマ、オランダの樹脂改質剤事業をインド企業へ売却～2026 年 

 アルケマは、耐衝撃性改質剤と加工助剤およびＰＶＣプロファイル(押出材)・パイ

プ・包材の製造やエンプラに用いられる添加剤を含む事業について、インドの Praana

グループに売却する。Praana は、建設、繊維、自動車、パーソナルケア製品などさま

ざまな市場に製品を供給する特殊化学品や複合材の大手メーカー。対象となるのは、

グローバルにおけるＭＢＳ(メチルメタクリレートブタジエンスチレン)コポリマー事業

と、欧州およびアジアにおけるＡＩＭＰＡ(アクリル系コポリマー)事業で、生産拠点

であるオランダのフリッシンゲン拠点(従業員 50 人)を含む。米アラバマ州のモービル

拠点と米国のＡＩＭＰＡ事業はアルケマ本体に残る。2026 年第１四半期(１～３月)の

手続き完了を見込む。 

 

 

◇三菱ケミカル、26 年４月組織改正～５ビジネスユニットを７つに 

 三菱ケミカルは 2026 年４月１日付で組織改正を行い、現在５つのビジネスグループ

を７つに見直す。現在は「ベーシックマテリアルズ＆ポリマーズ」「ＭＭＡ＆デリバテ

ィブズ」「アドバンストフィルムズ＆ポリマーズ」「アドバンストソリューションズ」

「アドバンストコンポジット＆シェイプス」の５つだが、「ベーシックマテリアルズ＆

ポリマーズ」「ＭＭＡ＆デリバティブズ」「フィルムズ＆パフォーマンスマテリアル

ズ」「コンポジット＆シェイプス」「情報電子」「ポリマーコンパウンズ」「水・インフ

ラ」の７つに再編。各ビジネスグループの具体的な管掌範囲に関しては、2026 年１月

に発表する。 

 

 

◇クラリアント、ＭＯＬとブラスケムからも訴訟提起～計８件目 

 クラリアントら４社は、エチレンカルテルに関連した損害賠償請求について、ＭＯ

Ｌグループ(MOL Petrolkemia と Slovnaft)とブラスケムからも訴訟を提起された。請求

額はそれぞれ５億 4,800 万ユーロと、４億 2,000 万ユーロ。これに対しクラリアント



は、当該行為が市場に何ら影響を及ぼさなかったことを裏付ける経済的証拠を提示し

反論している。 

 

 エチレンカルテル事件は、クラリ

アントとセラニーズ、オルビア、ウ

エストレイクの４社によるカルテル

が認められ、欧州委員会から制裁を

受け確定したもの(ウエストレイク

は内部告発者のため制裁除外)。こ

れについて、ＢＡＳＦやトタル、ラ

イオンデルバセルらは「カルテルによって損害を受けた」と主張している。 

 

 

【環境関連】 

◇プラスチック廃棄物、2024 年有効利用率 89％～プラ循環協調査 

 プラスチック循環利用協会は、2024 年(暦年)におけるプラスチック製品の生産・廃

棄・再資源化・処理処分の状況をまとめた「プラスチックのマテリアルフロー図」を

公表した。フロー図の精度向上を目的として推算方法を見直しており、廃プラ総排出

量は 0.6％増の 911 万トンとの推算で、有効利用量は 810 万トンで、有効利用率は

89％だった。うちＭＲ(マテ

リアルリサイクル)が 5.3％

増の 180 万トン(前年の再計

算値との対比、以下同)、Ｃ

Ｒ(ケミカルリサイクル)は

11.5％減の 23 万トン、ＴＲ

(サーマルリサイクル)は

3.1％増の 608 万トンだっ

た。 

 

 2024 年版では、処理制度向上を目的として、「一般廃棄物の発電・熱利用・単純償

却の比率見直し」「排出モデルの適用範囲見直し」「ＭＲ品の輸出量の推定方法見直

し」「能登半島地震で発生した災害廃プラの推定量計上」「プラスチック拡大容器・包



材などのマテリアルフロー図で容リ法プラの概略地推定」を実施した。これにより、

廃プラの内訳のうち産業廃棄物の電気・電子機器と電線・ケーブル、輸送分野の排出

量が従来より多くなった。また、フロー図の解説としてＨＰで公開してきた「マテリ

アルフロー図の見方 データの変遷」について、よりわかりやすい内容に改めた。 

 

 2024 年の廃プラ有効利用による消費エネルギー削減効果は、有効利用しなかった場

合と比較して 259ＰＪ(ペタジュール)と推定され、一般家庭における総消費エネルギー

量 10％(629 万世帯分)に相当。同様にＣＯ2 削減貢献量は 1,752 万トンで、家庭からの

総排出量の８％(485 万世帯分)に相当する。 

 

 

 

◇プラ循環協、プラ回収・需要拡大研究会で来春にも中間骨子公表へ 

 プラスチック循環利用協会は、「プラスチック資源の回収と需要の拡大に向けた研究



会」における議論の取りまとめとして、「中間とりまとめ骨子(案)」を 2026 年春にも

公表する。回収量の拡大(自治体 To Do List)やプラ法 32・33 条のメリット・デメリッ

ト、住民向け公報の好事例など自治体向けの内容から、再生材の品質評価や入札制度

の見直し議論、大規模ソーティングセンターに対する議論を集約したもので、政府へ

の期待等も盛り込む。なお、同議論の実現策として作成中の自治体・中間処理事業者

のマッチングサイトについては、2026 年度早期の公開を目指している。 

 

 同研究会は、東北大の吉岡敏明教授を座長に据え、自治体や再商品化事業者を中心

にこれまで５回の会合を実施している。第６回は 2026 年１月 27 日(火)13:30～16:30

に東京都中央区銀座で開催予定。対面／Ｗｅｂでの参加が可能で、オブザーバー参加

者と、情報提供を希望する連絡先のみの登録者を募集している。問い合わせ先は「一

般社団法人プラスチック循環利用協会：03-6810-9146、担当：武井氏 

(takei@pwmi.or.jp)」。 

 

 

【アジア戦略】 

◇連泓新材料、130 万 t のＭＴＯおよび 20 万 t のＥＶＡを稼働開始 

 連泓(Levima)グループの連泓新材料科技

(略称：連泓新料)は、山東省棗荘市の県級

市である滕州市で建設した年産 130 万トン

のＤＭＴＯ(中国科学院大連科学物理研究所

技術によるメタノール to オレフィン)設備

と 20 万トンのＥＶＡ(エチレン酢ビコポリ

マー)について、合格品の生産に成功し、稼

働を開始した。125 億元を投じた両設備は

2025 年９月に完工し、これまで試運転を進

めてきた。ＭＴＯ設備は 12 月 10 日にメタ

ノール供給を開始し、11 月にエチレンおよ

びプロピレンの合格品を生産した。これに

より連泓新料は 130 万トンのＭＴＯ設備を

２基保有することになり、川下のハイエン

ド製品への原料供給を安定化させる。ＥＶＡはチューブラーとオートクレーブの２基



体制で、能力は 16 万トンから 36 万トンに増加。太陽光発電やケーブル、発泡成形な

ど、多様な分野のニーズに対応する。 

 

 

◇中国企業、ケミカルＲによるプロピレン 10 万 t 設備を稼働開始 

 中国の岳陽興長石化(Yueyag Xingchang Petro-Chemical)は広東省恵州で、子会社の

恵州立拓新材料(Huizhou Lituo、岳陽興長と恵城環保の合弁)を通じて年産 10 万トン

の廃プラスチック原料製造(前処理)ユニットを建設。試運転を完了し、ポリマーグレー

ドプロピレンの生産に成功した。ケミカルリサイクルによるグリーンポリプロピレン

(ｒＰＰ)の生産拡大に繋げる。同原料製造ユニットは、広東東岳化学技術からライセン

スを受けて建設したもので、年間 20 万トンの混合廃プラを熱分解によりガス化し、そ

のガスを原料としてプロピレンを製造する。将来的には 30 万トンのポリオレフィン製

造を実現させたい考えだ。 

 

 

【需給動向】 

◇ＰＶＣ、11 月国内出荷 14％減／主力のパイプ二ケタ減～輸出７％増 

 塩ビ工業・環境協会(ＶＥＣ)がまとめたＰＶＣ(塩ビ樹脂)の 2025 年 11 月出荷実績

によると、前年同期比で国内出荷は二ケタ減だった一方、輸出は増加した。国内出荷

の用途別では、硬質用と電線・その他が二ケタ減。製品別では、主力のパイプ向けが

２割減となった。ＶＣＭ(塩ビモノマー)は国内出荷・輸出とも減少。月末在庫は大幅

に増加したが、定修の長期化等を考慮に入れると決して高い水準ではないという。月

末在庫の前月比は、ＰＶＣが 0.9％減、ＶＣＭが 0.7％減だった。 

 

 

【新製品・新技術】 

◇東レ、省エネ効果実現の化学物質変換バイオリアクター技術を開発 

 東レは、従来の高温・高圧を必要とする化学変換と比べてエネルギー消費を大幅に

削減可能な微生物固定型バイオリアクター技術を開発した。同技術は、従来法に比べ

エネルギー消費を約 80～90％削減(ＣＯ2 排出量として 90％以上削減)できることを同

社試算で確認しており、工場などにおける運用コストの低減と環境負荷低減が期待で

きる。 



 

 同技術は、特定の微生物を木質担体に固定化し、リアクター内に充填した構造。変

換したい化学物質を含む水溶液をリアクターに連続的に接触させることで、微生物の

保有する酵素が作用し、対象物質を効率的に目的物質へと変換する。ＡＮ(アクリロニ

トリル)をモデルとした社内実証試験では、ＡＮ水溶液を用いて約１カ月の連続試験を

実施し、ＡＮの 99.5％以上を変換することを確認。変換後の生成物はアクリル酸、プ

ロピオン酸、酢酸などの有機酸で、活性汚泥処理と組み合わせることで、二酸化炭素

まで完全分解することが可能だという。リアクターは密閉性の高い構造で、対象物質

が揮発性の場合にも効果を発揮し、空気拡散によるロス低減と安全性に寄与。木質担

体に固定化する微生物やリアクター構造をカスタマイズすることで、様々な化学物質

に対して応用が期待される。 

 

 ＡＮはＰＲＴＲ制度の第一種指定化学物質であり、厳密な管理が求められる。同社

は、アクリル繊維やＡＢＳ樹脂、炭素繊維の原料としてＡＮを使用。製造工程でＡＮ

の一部は排出されるが、従来は加熱・加圧し回収することで原料として再利用してお

り、この既存プロセスのエネルギーコストを低減可能な技術として新技術を開発し

た。社内外の生産現場で技術検証と運用設計を進め、実用に向けたスケールアップを

図る考え。自社保有の微生物ライブラリー(約 500 種)を生かし、環境浄化から有価物

の生産まで応用可能な技術として、客の要望に応じて対応する化学品の拡大も狙う。

 

 

◇豊田自動織機、アンモニア燃料エンジンを開発～2027 年度に実証へ 



 豊田自動織機は、ガソリンやＬＰＧに代わってアンモニアを単一燃料とするエンジ

ンを開発した。デンヨー製発電機への搭載に向けて両社で共同開発に着手しており、

2027 年度中の実証開始を目指す。 

 

 アンモニアは燃焼時にＣＯ2 を排出しない脱炭素燃料として今後の利用拡大が期待さ

れているが、単体では燃えにくい性質があるため、アンモニアのみを燃料とするエン

ジンを開発する上での課題となっている。豊田自動織機は次世代燃料としての将来性

に着目し、10 年ほど前からアンモニアのみで動作するエンジンの開発に着手。難燃性

燃料であるアンモニアから触媒反応で可燃性の水素を取り出し燃焼補助剤とすること

で、アンモニアを燃えやすくする燃料改質技術の実現に取り組んできた。今回、共同

開発に着手する発電機向けアンモニアエンジンは、既存の同社製ガスエンジンをベー

スに改良したもので、大阪ガスおよび豊田中央研究所との共同開発で確立した基本構

造を採用。今後、発電機での利用に適した性能や信頼性を確保するための開発を行っ

た上で、デンヨーの発電機に搭載し、適合性などの評価を経て本格実証を進める。 

 

 

 

【政府・団体】 

◇ＶＥＣ・藤井会長～パイプ需要増に期待／足元は特殊事情で減少か 

 塩ビ工業・環境協会(ＶＥＣ)の藤井一彦会長(カネカ社長)は、12 月 24 日の定例会見

に臨み、ＰＶＣ(塩ビ樹脂)の需給見通しについて語った。11 月に前年同月比で出荷量

が大きく落ちたパイプ向けについて「(パイプと共に使われる)継手の出荷量がパイプ

と比べ大きく落ちていないことからも特殊事情と考えている。パイプは、政府が下水

管の更新を積極的に行う方針で、新年度に予算化されることが期待される」とＰＶＣ

需要への波及効果に期待を示した。需要先として大きい住宅分野については、新築住



宅着工件数が減少する中でも「窓枠、壁紙、床材などは回復の兆しが出てきている。

リフォーム向けの分野で需要の立ち上がりが期待できる」と述べ「窓枠については引

き続き(消費者向けの)補助金が継続される。省エネ需要を取り込んでいきたい」と続

けた。 

 

 輸出については、最大輸入国であるインドにおけるＢＩＳ強制適用の撤廃やＡＤ(ア

ンチダンピング、反不当廉売)の見送りに触れ「期待していた市況の回復には時間がか

かる」との見通しを示した。輸出量については増加を見込み、国内出荷と輸出を合わ

せた出荷総計は「2025 年度(2025 年４月～2026 年３月)は 2024 年度(実績 140.7 万ト

ン)並みに仕上がってくる」と予想を述べた。 

 

 

【市 況】 

◇ＭＥグローバル、ＭＥＧ１月ＡＣＰ580 ドル～前月比 30 ドル下げ 

 ＭＥグローバルは、ＭＥＧ(モノエチレングリ

コール)の 2026 年１月ＡＣＰ(アジア契約価格)に

ついて、前月比 30 ドル下げの 580 ドル(トン当

たり)をアナウンスした。2025 年のＭＥＧアジア

市況は基本的に右肩下がりの展開となり、ＡＣＰ

は 12 月に 610 ドルと最安値を記録。最大市場で

ある中国のＭＥＧスポット価格は８月末時点で

630 ドル程度を付けていたが、その後は下落基調

が強まり、12 月下旬現在で 550 ドル前後まで下

げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 


